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Ⅰ　はじめに──本稿の視座
　今日，変革の時代といわれており，法制度全体で改変が進んでいるが，刑事
法においても大幅な──革命的といってもよい──改革が押し進められている。
本稿では，刑事法に関して理論・実務・運用等の幅広い観点から制度改革を概
観して問題点を指摘し論じていくこととする。なお，本稿では，新規立法，法
改正，運用の変更等，幅広い意味での改革を取り上げる。また，「犯罪」は，
有責性の欠ける触法行為なども含む広義で用いる。
　「刑罰による規制はもっとも厳しい人権侵害となるため，最終的な手段とし
て謙抑的に行使しなければならない。」これが，これまでの刑事法における定
説であり，学会においても実務においても常識的なところであった。このため，
刑事法の改正は非常に慎重に行われ，法制審議会などで充分な議論を尽くした
うえでなければ改正の答申はできなかった。また，答申された法案の国会審議
においても様々な反対論が出たり，修正されるなどしてなかなか改正法が国会
を通らず，刑事立法は非常に難しいと思われていた。ところが，最近，急激に
刑事法でも法改正が進み，まさに革命的な改変が実現している。この状況は，
滞っていた改革が進められるとという積極面もあるが，急激な改変で，中には
充分な検討・審議も経ずに改正に至ったと評されるものや弊害が生じたなどの
負の側面も指摘されている。改革全般に，このような両面があるという問題意
識を持つことが必要であろう。
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　刑事法には，刑法など犯罪自体とその処罰を定める実体法と，刑事訴訟法な
ど捜査と裁判等の手続を規制する手続法があるが，いずれにも，激変が生じて
いる。いくつか例を挙げると，周知のように，裁判員裁判の導入により刑事裁
判の手続には大きな変化が生じ，被害者の手続参加も認められている。また，
未成年者の犯罪等を扱う少年法における少年の犯罪や非行に関する特則も改正
されている。少年法の改革には私も長年にわたって関わってきたが，昭和40年
代の改正は頓挫しているし，私が関わってからでも，当初（平成の初め頃）は，
議論が激しく対立し「とてもできないのでは……」というのが実感であった。
しかし，2000（平成12）年以降の10年間ほどで 3 回も大きな改革が行われてい
る。それから刑罰や処分を受けた人たちに対する法律も大きく変わってきてい
る。また，精神に障害がある人たちが重大な事件を起こすことが時々あること
は，報道等でご承知であろうが，この精神障害者の犯罪への対応についても大
幅な制度改変があった。そして犯罪被害者の保護・支援に関しても隔世の感が
あるといってよいほど変わってきている。
　本稿では，このような改革・変容について一通り概観し，そのうえでこれら
をどのように評価し，考えていくかということについて若干のコメントを加え
ることとする。いうまでもないが，すべて私の個人的所感・見解である。
Ⅱ　実体法の改革──犯罪化・重罰化
　実体法の改革について，刑法や刑事特別法の改正の関係を概観する（【表 1 】
「最近の主な刑法・特別法改正」参照）。
　まず，交通事故，交通違反に関する改正がある。これは一言でいうと，自然
犯化ということができる。伝統的に犯罪とされている殺人，強盗，窃盗などを
自然犯と呼ぶが，このような犯罪は犯人も含めて皆が犯罪と思い，犯人が捕ま
れば処罰されるのも当然だと思っている。ところが，交通事犯は，伝統的な社
会にはなかったものであり，モータリゼーションの結果，自動車などが激増し
たことで生じたものである。そのため，大事故でなければ，刑事被告人になっ
ても罪の意識が乏しく，「別に泥棒をしたわけではない……犯罪ではない」と
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いう者が少なくなかった。そのため，反省も不十分で交通違反や事故を繰り返
してしまう者も多く，そういう被告人には法廷でも厳しく問題点を指摘した覚
えがある。ようやく最近の改正で刑罰が大幅に引き上げられている。例えば，
いわゆる人身事故は業務上過失致死傷罪として，最高刑懲役 5 年であったが，
自動車運転過失致死傷という加重類型にされて最高刑は懲役 7 年になった（最
近，亀岡の事故等を契機に，病気や無免許運転による事故については，さらなる刑の引
上げが検討されている。）。さらに，暴走・飲酒運転等による死傷事故に対しては，
厳格な要件の下であるが，危険運転致死傷罪が創設され，この場合最高刑は懲
役20年とされている。また，酒気帯び運転は懲役 3 か月以下だったものが 1 年
以下になり，現在は 3 年以下まで引き上げられている。本人はほろ酔いでそれ
ほど危ないと思わずに運転していても，長期間の懲役に行くことになる場合が
あるわけである。酒酔い運転は最高刑が懲役 5 年に引き上げられている。これ
らの違反に手を貸す行為（幇助罪）には独立した処罰規定はなかったが，自動
車を貸しただけで懲役 5 年以下，お酒を提供すれば懲役 3 年以下など刑罰が大
幅に強化されている。特にひき逃げの結果，被害者を死亡させた場合は懲役10
年以下という重い罰が定められた。
　性犯罪，コンピュータ不正利用，クレジットカード不正利用，地上げ関係で
問題になった強制執行妨害なども刑罰が設けられたり，刑が加重されている。
　また，全般的に以前は有期懲役の上限が15年，刑の加重をしても20年であっ
たが，その上限が20年，加重すると30年と改正され，最近では懲役20年以上の
刑も時々報道されている。しかし，これは10年ほど前には考えられない重刑な
のである。報道されているように，被害者やその家族等，関係者にしてみれば，
これでも納得できないという気持ちは十分理解できる。しかし，法改正で大幅
に刑を引上げた結果，相当長期の科刑・収容が実施されているわけで，後述す
るようにその問題点も検討する必要がある。さらに児童買春防止・児童ポルノ
処罰法，ストーカー防止法，暴力団対策法など新たに犯罪に関する行為等を規
制・処罰対象にする特別法も次々に新設されている。このように，新たに犯罪
として処罰するように改革することを刑事法では犯罪化というが，現状では
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【表 1 】　最近の主な刑法・特別法改正
※法令名は略称。括弧内は成立・施行年次の西暦下二桁。懲役・罰金の表記省略。
交通関係事件（刑法改正）　業務上過失致死傷（懲役 5 年・罰金50万円以下）
→　自動車運転過失致死傷（07年） 7 年・100万以下
　　危険運転致死（01・07） 1 年～15年→ 1 年～20年
　　　　　　致傷（01・07）10年以下→15年以下
刑の引き上げ（道交法改正）
　酒気帯び運転（01・07） 3 月・ 5 万以下・→ 1 年・30万以下→ 3 年・50万以下
　酒酔い運転（01・07） 2 年・10万以下以下→ 3 年・50万以下→ 5 年・100万以下
　　酒酔い・酒気帯び運転幇助→車両提供（07） 5 年・100万以下
　　　　　　　　　　　　　　　（酒気帯び： 3 年・50万以下）
酒類提供・運転依頼・同乗（07） 3 年・50万以下
（同 2 年・30万以下）
　轢き逃げ（01） 3 年・20万以下→ 5 年・50万以下
　　同致死（07）10年・100万以下
刑の引き上げ（刑法改正）
　強制わいせつ（04引き上げ） 6 月～ 7 年→ 6 月～10年
　強姦（04引き上げ） 2 年～15年→ 3 年～20年
　集団強姦罪（04新設） 4 年～20年
　強姦致死傷（04引き上げ）無期・ 3 年～15年→無期・ 5 年～20年
　殺人（04引き上げ）死刑・無期・ 3 年～15年→死刑・無期・ 5 年～20年
　傷害（04引き上げ）10年以下・30万→15年以下・50万
　傷害致死（04引き上げ） 2 年～15年→ 3 年～20年
　逮捕監禁（05引き上げ） 3 月～ 5 年→ 3 月～ 7 年
　未成年者誘拐（05引き上げ） 3 月～ 5 年→ 3 月～ 7 年
刑の新設（刑法改正）
　生命・身体加害目的誘拐・人身売買・国外移送（05）
　クレジットカード不正利用（01）
　強制執行妨害（04・11）
　コンピュータ不正利用（11）
全体的刑の引上（04）
　有期刑上限　15年→20年
　加重上限　　20年→30年
特別法新設
　児童買春防止・児童ポルノ処罰法（99・04）
　組織犯罪処罰法（99～11）刑の加重＋犯罪収益没収・追徴，犯罪収益移転防止法
（07～11），
　　テロ等資金提供処罰法（02）
　麻薬特例法（92～11）
　ストーカー防止法（00）
　DV 保護法（01）
　暴力団対策法（92～10）
　不正アクセス防止法（99～11）
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「止めどなく何処まで行くのか……」といった感じさえ懐くところがある。
　もちろん，罰すべき行為は厳しく罰すべきであり，新手の犯罪に対して国家
が適切に即応するのは当然のことである。刑罰の威嚇力によって犯罪がある程
度抑止できるというのは，伝統的な刑法理論であって犯罪化・重刑化の合理性
を否定するわけではない。しかし，後述するように，刑罰には相当な弊害も伴
う。このような流れに単純に肯定的な評価だけを下すのには問題があると考え
ざるを得ない。
Ⅲ　手続法の改革
　次に手続法の分野を概観する。
1 　令状による規制等
　刑事訴訟法では人権を保障するために，強制処分を行うには事前に裁判官の
発付する令状が必要とされるという令状主義が徹底されている。犯罪の手段・
内容が時代の変化に応じて変わるのに対応して新しい捜査手法が必要となる。
最近，盗聴に関しては，発付の要件を加重した特別な令状（罪名の限定，嫌疑の
加重，発付裁判官の限定，事後の報告義務賦課等）によって捜査ができるように通
信傍受法（2000年施行）で認められた。しかし，新しい捜査方法をすべて規制
するには，立法の成立に時間がかかるうえ，立法技術的な制約等もあるため，
判例や実務運用で対応されている部分もある。たとえば，捜査における写真撮
影やビデオの撮影は種々活用されているが，これについては，特別な立法がで
きていないため，判例法理（解釈）で対応されている。
2 　取調べの規制
　周知のように冤罪事件，特捜部の不祥事等をきっかけに最近，「取調べの可
視化」が大きな問題となっている。捜査機関の取調べについて，その状況をす
1）
最大判昭和44年12月24日刑集23・12・1625（写真撮影），最判平成20年 4 月15日刑集62・ 5 ・
1398（ビデオ撮影）等参照。他に，職務質問の際の所持品検査（最判昭和53年 6 月20日刑集32・
4 ・670），逮捕にまで至らない有形力の行使（最判昭和51年 3 月16日刑集30・ 2 ・187）なども
同様に判例によって規制されている。
1）
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べて録音・録画することを義務付けようという提案である。現在は，警察では，
内規を改正して内部の監視官が取調状況をモニターしてチェックし，一部の事
件では録音・録画も行っている。検察庁では一定の範囲で録画等を試行してい
る。この点については，強制・誘導・欺罔などの不当な取調べによって虚偽の
自白をさせてはならないのは当然である。しかし，取調べを制限することによ
って被疑者や参考人等の供述が得られず事件の真相を解明できなくなることも
考慮する必要がある。本人の自供がなければ，被害者や遺体も発見できず，事
件の全貌がわからないというケースは間違いなくある。代替措置も含めて真相
解明とのバランスをどのようにとっていくかというのが大きな課題である。
3 　公訴時効の廃止・延長
　犯罪を起訴するには公訴時効があり，その期間が満了して時効が完成すると
起訴できなくなる。その期間（刑訴法250条）が改正前は，殺人等の死刑事件で
も15年であったが，2004年に25年に延長され，さらに，2010年には故意に人を
死亡させた罪で法定刑に死刑があるものの公訴時効は廃止され，そのほかのも
のは期間が延長された。被害者等の強い要望を受けたものであるが，改正法を
遡及的に適用することの手続的な適否の問題や捜査の実効性などから議論があ
るところである。
4 　検察審査会の権限強化
　小沢一郎代議士の事件などで注目を集めたが，検察官が不起訴にした事件に
ついては，被害者等が検察審査会に不起訴処分審査の申立ができる（検察審査
2）
3）
4）
5）
検察官による取調べのうち，特捜事件，知的障害者の事件等で録音・録画が行われているよう
である。
現在，法制審議会で議論されており，録音・録画の導入自体は合意されるが，その範囲を巡っ
ては議論が激しく対立している。
吉田雅之「『刑法及び刑事訴訟法の一部を改正する法律』の概要」ジュリ1404号44頁
大澤裕「人を死亡させた罪の公訴時効の改正」ジュリ1404号52頁，原田和純「公訴時効制度見
直し論の今後」刑事法ジャーナル26号19頁，小池信太郎「人を死亡させた罪の公訴時効の廃止・
延長と遡及処罰禁止の妥当範囲」同号25頁，西田典之『刑法総論（第 2 版）』弘文堂（2010年）
50頁等。
2）
3）
4）
5）
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会法30条）。検察審査会は民間人11人によるもので，不起訴記録を審査し，①
「起訴相当」，②「不起訴不相当」③「不起訴相当」の議決をし（同法39条の
5 ），①②の議決に基づき検察官が再検討し，再捜査して起訴する場合もあっ
たが，議決には拘束力がなく，結局，起訴されない事件も多かった（同法41条）。
この点については，起訴相当の議決がありながら検察官が再度，不起訴処分に
した場合，その処分について，検察審査会で再審議をし，もう一度起訴相当の
議決がなされれば，裁判所の指定した弁護士によって，公訴の手続・公判維持
の活動が行われるようになり，被害者等の意向がより反映されるようになった。
この改正によって，明石の歩道橋事故，JR 福知山線脱線事故などの事件が起
訴されるに至っている。
Ⅳ　少年法の改正
　欧米先進諸国では，少年に対しては，成人に比べてその刑を軽減したり教育
的な特別の処分をする特別法（少年法）がある。少年は大人と比べれば人格が
未成熟であり，判断力も未熟で犯罪への誘惑に対する抵抗力も弱く，周囲の影
響を受けやすいため，一人前の責任は追及すべきでないと考えているからであ
る。特別扱いのもうひとつの根拠は教育の可能性が高いということである。読
者も小・中学生の頃を思い返されれば，現在よりも遙かにやり直しが容易にで
きたと思い至るであろう。それが，20歳前後になると段々人格が固まって来て，
それに従って教育可能性も低減してくる。教育の可能性が高いということは，
悪い方へ染まる可能性も高いので，その教育・育成の適否がより重要となる。
これらの点を前提として，少年に対しては，制裁よりも教育を重視しているわ
けである。少年裁判所が最初に実施されたアメリカでも少年が問題を起こすの
は周囲の大人がしっかりと育てていないからであり，非行少年には社会の被害
者という側面もあると捉え，両親や社会の責任を考えると本人だけを厳しく処
6）
平成16年の検察審査会法改正（同法41条の10・同条の 9 ・同条の 6 ・同条の 2 ・39条の 5 第 1
項 1 号）による。概要と問題点について，「〈特集〉『刑事司法制度改革の動向』」現代刑事法43号
参照。
6）
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罰するわけにはいかないと考えたわけである。
　日本では，家事・少年事件を専門に扱う家庭裁判所を設け，家庭裁判所調査
官という心理・教育・社会学等の専門職を置いて本人の問題点を科学的・専門
的に明らかにし，これに基づいて最適な処分をするという制度をとっている。
日本の少年法は少年のために最適な処遇を決めるという点においては優れた制
度であるが，非行事実を調査・認定したり，有罪無罪を決めるといった点では，
手続上に不備があった。すなわち，改正前は，どんなに複雑・困難な少年事件
でも 1 人の裁判官で審判するほかなく，検察官も関与できないので，裁判官が
事件によっては一人二役（立証と判断）を務めなければならなかった。また，
審判のための身柄拘束期間も一律最大28日に限定されていた。少年事件の審判
が刑事事件の公判よりも簡単であればよいが，実際には難しい事件もある。た
とえば，少年の方が誘導や暗示に弱く，虚偽自白も起こりやすい。共犯者，被
害者，目撃者など事件関係者も年少者の場合が多く，証拠も不十分で判断が難
しい事件も珍しくない。そこで，法改正によって，非行事実認定手続に関して，
以下のような改革が行われている。
①必要に応じて合議体で審判できるようにしたこと，②非行事実の認定が問題
となっている重大な犯罪少年の事件については，家庭裁判所が検察官に審判へ
の出席を求めることができるようにしたこと，③審判に出席した検察官は，家
庭裁判所の処分に関する事実認定及び法律の適用に限り実質的に不服申立てが
できるようにしたこと，④国選付添人を付すことができるようにしたこと，⑤
7）
8）
9） 10）
平成12年の改正（裁判所法31条の 4 ）によって，家裁の少年事件でも合議体で審判する旨の決
定をすることができるようになった。詳細は，田宮裕＝廣瀬健二『注釈少年法（第 3 版）』76頁
以下参照。
同年の改正（少年法22条の 2 ）により，故意の犯罪行為による生命侵害犯，短期 2 年以上の懲
役・禁錮に当たる罪で非行事実認定のため必要なとき，家庭裁判所の決定で出席させる制度であ
る。詳細は，前掲・田宮＝廣瀬252頁以下参照。
同年の改正（同法32条の 4 ）により，検察官に高等裁判所が裁量で取り上げることができる抗
告受理の申立てが認められた。詳細は，前掲・田宮＝廣瀬394頁以下参照。
同年の改正（同法22条の 3 ）では，前記検察官の審判出席が認められた事件だけであったが，
平成19年の改正により，同様の重大触法少年の事件を含む観護措置がとられている事件にも家裁
の裁量による選任可能となった。更に，平成20年改正で被害者による審判傍聴の申出があった事
件で付添人がいない事件にも広げられている（同法22条の 5 第 2 項）。詳細は，前掲・田宮＝廣
瀬260頁以下参照。さらに，対象事件拡大の改正が法案化されつつある。
7）
8）
9）
10）
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少年鑑別所での観護措置の期間（最大 4 週間）を 8 週間まで延長できるように
したこと，⑥14歳未満の「触法少年」の事件については，犯罪にならず捜査が
できないため，警察が任意の調査を行ってきたが，一定限度で強制調査権が与
えられた。
　また，少年の処分について，以下の改革が行われた。⑦少年による重大犯罪
には「原則逆送」の規定が設けられた。少年犯罪は検察官から家庭裁判所に送
致するが，刑事処分相当と認められた時は家庭裁判所から検察官に送り返すこ
とになる。これを「逆送」と呼ぶが，逆送の可否はすべて家庭裁判所の裁量判
断だったものを重罪について一部の事件の逆送を義務付けたものである。⑧刑
の減軽・緩和の制限として，無期刑の減軽と仮釈放の下限等が改正された。
　このほかに，後述するように，被害者への配慮規定が設けられている。
Ⅴ　犯罪者処遇法・精神障害者対策
1 　刑事収容施設法
　受刑者は刑務所で服役し，捜査を受けている人（被疑者）は留置場等に逮
捕・勾留される。これらを収容する施設に関しては監獄法で規律されていたが，
平成17年に刑事収容施設法に改正されて制度が整備され，更に平成18年に改正
が行われている。
11）
12）
13）
14）
15）
平成12年の改正（同法17条）により，禁錮以上の罪で非行事実認定のため証人尋問等の決定を
し収容期間が必要な場合に例外的に延長を認めたものである。詳細は，前掲・田宮＝廣瀬173頁
以下参照。同時に観護措置決定に対する異議申立ても新設された（同法17条の 2 ）。詳細は，前
掲・田宮＝廣瀬182頁以下参照。
平成19年の改正により，警察の調査権限（同法 6 条の 2 ・ 4 ），捜索・差押え・鑑定・検証等
の刑訴法の規定の準用（同法 6 条の 5 ），調査段階での弁護士付添人の選任権（同法 6 条の 3 ）
が認められたものの，逮捕・勾留など少年の身柄拘束を認める規定は除外されており問題が残さ
れている。詳細は，前掲・田宮＝廣瀬93頁以下参照。
この平成12年の改正には一部から厳罰化との根強い批判があるが，犯罪行為時16歳以上の少年
による故意の犯罪行為による生命侵害犯に限定されており，犯罪対策としての合理性も一定程度
有しているといえよう。同時に逆送可能な年齢は16歳から14歳に引き下げられた。以上の詳細に
ついて，前掲・田宮＝廣瀬205頁以下参照。
平成12年の改正により，犯行時17歳以下の少年が無期刑相当な場合，有期刑に必要的に減軽さ
れていたものを裁量的な減軽とした（少年法51条 2 項）。また，無期刑の仮釈放期間の短縮は死
刑を減軽して無期刑となった場合には適用除外とされた（同法58条 3 項）。詳細は，前掲・田宮
＝廣瀬464頁，481頁以下参照。
詳細は，「特集 1 　監獄法改正」ジュリ1298号，「〈特集〉『刑事収容施設・被収容者等処遇法の
11）
12）
13）
14）
15）
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2 　更生保護法
　また，刑の執行猶予とともに保護観察を言い渡された者，少年法の保護処分
で保護観察に付された者，刑務所から仮釈放中の者及び少年院から仮退院中の
者は，いずれも保護観察に付される。これらの者たちについても，別々の法律
で規制されていたが，更生保護法に一本化する改正が行われた。
　我が国の場合，刑務所や少年院の中での教育は世界的に見てもかなり優れて
いるが，施設内から社会内，社会に出てからの立ち直りのプロセスの部分に大
きな課題がある。この部分への対応を強化するという趣旨の法改正であるが，
実効的に制度を運用していくには予算や担当する人的・物的な体制の充実が必
須であるが，財政の制約もあって現状ではその充実が課題となっている。
3 　医療観察法
　精神障害者の犯罪に関しては，行為者は刑事責任がないか減弱しているので，
刑罰では十分に対応できない場合があり，行為者を強制入院させる措置入院
（精神保健福祉法29条）で対応されてきた。しかし，殺人等でも 1 ・ 2 か月で退
院になってしまうような例もあり，その不備・問題点が指摘されてきた。この
ような触法犯罪者に対して，欧米諸国では，保安処分等による施設への拘禁等
が認められている。日本でも保安処分は昭和40年代に改正刑法草案で提案され
たが，反対論が強く法案化にも至っていない。最近，大阪の池田小学校の事件
などをきっかけに医療処分としての対応を定めたのが心神喪失者等医療観察法
である。
　これは精神障害者が放火や性犯罪など重大な犯罪行為をしたが，責任能力に
問題があって不起訴や無罪となった場合などに，検察官の申立てを受けて，裁
判官と精神保健審判員（医師）が合議体で協議し，弁護士も付添人として関与
16）
成立と課題』」刑事法ジャーナル 5 号，林真琴ほか『逐条解説刑事収容施設法』有斐閣（2010
年）参照。改正法について，「未決拘禁処遇法の改正」ジュリ1319号参照。
平成19年の法改正により，執行猶予者保護観察法と犯罪者予防更生法が統合されている。詳細
は，「〈特集〉『更生保護法の成立と展望』」刑事法ジャーナル10号参照。
16）
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して，強制入院か通院かを決定し，特別な病院（指定入院施設）に入院・通院
させる制度で，これによって一定期間の強制入院等の医療措置ができるように
なった。
Ⅵ　犯罪被害者保護・支援
　犯罪被害者への対応策も近時，非常に注目されている問題である。かつて日
本には敵討ちがあり，それが美談や物語にもなったように，時代によっては私
的報復が奨励さえされていた。このように被害者の復讐が権利として保障され
ていたこともあった。例えば，ハムラビ法典に「目には目を，歯には歯を
……」と記されていることはご承知であろう。もっともこれについては，非常
に残虐な刑罰と思うかもしれないが，当時としては，むしろ報復を限定すると
いう趣旨である。「やられた以上にやり返してはいけない」と説き，「箍
たが
をはめ
る」という規制的な考え方なのであった。このように，害を受けた限度では，
被害者には復讐し，賠償金を取り立てるなど，被害者の権利がしっかりと保障
されていた時期もあった。それが時代を経て次第に公的な制裁に吸収され，私
刑・個人の報復等は禁止されるとともに，民事手続が分離され損害賠償には別
途に訴訟を起こすことが必要となってくる。報復の連鎖を絶ち，治安を保持し，
法による統治を確立することが近代法治国家の基礎となるからである。
　現在の日本の憲法では被告人の権利は諸外国と比べても充分に保障されてい
る。しかし，被害者遺族の懸命な運動の結果，1981（昭和56）年に犯罪被害者
等給付金支給法ができたが，後は1990年代の後半までほとんど被害者の支援に
は進展がなく，被害者の権利は置き去りにされてきたといえる。例えば，平成
2 年 2 月20日の非常に象徴的な最高裁判所の判決がある。これは，「犯罪の捜
17）
詳細は，町野朔『精神医療と心神喪失者等医療観察法』ジュリ増刊，「〈特集〉医療観察法の現
在」刑事法ジャーナル19号，「シンポジア　心神喪失者等医療観察法の現状と見通し」法と精神
医療25号，廣瀬健二「『心神喪失状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察などに関する
法律』について」会報書記官第 4 号45頁以下など参照。関係判例として，最決平成19年 7 月25日
刑集61・ 5 ・563，最決平成20年 6 月18日刑集62・ 6 ・1812，最決平成21年 8 月 7 日刑集63・
6 ・776参照。
17）
94　（292）
査及び検察官による公訴権の行使は，国家及び社会の秩序維持という公益を図
るために行われるものであって……被害者又は告訴人が捜査又は公訴の提起に
よって受ける利益は……反射的にもたらされる事実上の利益にすぎ〔ない〕」
と明言している。しかし，2000（平成12）年頃から相次いで犯罪被害者のため
の法改正が行われ，現在では様々な犯罪被害者の保護・支援の活動によって
「被害者の復興の時代」と称されるようになっており，欧米から20年から30年
は遅れているといわれてきたところも制度の枠組みについては相当追いついて
きたと思われる（【表 2 】参照）。しかし，欧米諸国で被害者の支援等を推進し
ている中核はボランティア組織であり，その層・質・量の点ではいまだ十分に
は及んでいない感があり，中身のより一層の充実がこれからの課題である。以
下，主な施策等を取り上げる。
⑴　犯罪被害者保護二法（2000（平成12）年）
　被害者本人のほかその配偶者及び家族を被害者等として同様に扱うこととし，
①被害者等に優先的な法廷傍聴ができるように配慮すること（犯罪被害者保護法
2 条），②被害者等による公判記録の閲覧・謄写（同法 3 条），③被害者等によ
る公判廷での心情等の意見陳述（刑訴法292条の 2 ）が認められた。また，被害
者等を保護する措置として，証人尋問に際して，被告人と同じ空間にいること
に「堪えられない」，「顔も見たくない」，「声も聞きたくない」といった被害者
の心情を考慮して，衝立等による遮へい，尋問の際の付添い，ビデオリンク方
式での尋問（別室のカメラ前でモニターを見ながら証言してもらう制度）が認められ
たほか，性犯罪の告訴期間の撤廃（同法235条 1 項但書），加害者の賠償約束等を
公判調書に記載する刑事和解（犯罪被害者保護法13条以下）などが認められた。
また，少年事件については，非公開の原則があるが（少年法22条 2 項），前記
2000年の少年法改正で事件記録の閲覧謄写（同法 5 条の 2 ・同条の 3 ），家庭裁
判所による心情意見の聴取（同法 9 条の 2 ），審判結果の通知（同法31条の 2 ）が
18）
19）
最判平成 2 年 2 月20日判時1380号94頁
詳細は松尾浩也編『逐条解説犯罪被害者保護二法』有斐閣（平成12年）参照。
18）
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【表 2 】　被害者保護に関する動向（欧米との対比）
英　　　50　　被害者のための正義・フライ教授
　　　　64　　被害者補償制度
英米　　74　　民間被害者支援活動 Victim Support 英，NOVA 米
独　　　76　　同　白い輪
仏　　　77　　同　INAVEM
米州　　80　　被害者権利章典
米連邦　82　　犯罪被害者・証人保護法
米連邦　84　　犯罪被害者法
国連　　85　　被害者人権宣言
英　　　91　　被害者憲章
＊　＊　＊
日本　　68　遺族の会（市瀬朝一氏～76）
　　　　81　犯罪被害者等給付金支給法
　　　　96　警察庁　被害者対策要綱策定
　　　　99　警察庁　規範改正　通知等
　　　　　　検察庁　被害者等通知制度
　　　　　　刑訴法改正　証人保護　295Ⅱ，299の 2
　　　　　　政府：犯罪被害者対策関係省庁連絡会議
　　　　00　全国犯罪被害者の会，法制審答申
　　　　　　犯罪被害者保護二法
　　　　　　少年法改正
　　　　　　刑訴法改正　告訴期間撤廃
　　　　01　犯罪被害者等給付金支給法改正
　　　　04　犯罪被害者等基本法
　　　　　　刑訴法改正　公訴時効延長
　　　　　　検察審査会法改正　起訴議決の拘束力
　　　　05　犯罪被害者等基本計画　閣議決定
　　　　06　組織犯罪処罰法改正等
　　　　07　犯罪被害者保護法等改正
　　　　　　被害者参加制度・損害賠償命令
　　　　08　少年法改正　被害者の審判傍聴等
　　　　10　刑訴法改正　死刑犯罪・公訴時効廃止
　　　　11　第二次基本計画　閣議決定
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認められた。なお，2008（平成20）年には，被害者等による少年審判の傍聴も
一部の事件で家裁の許可により可能（同法22条の 4 ）となったが，非公開の原
則やその基礎となっている少年の保護教育主義との調整が大きな問題となって
いる。
⑵　犯罪被害者等基本法
　平成16年に同法が被害者等の個人の尊厳を保障し，そのための施策実施・協
力義務を国・地方公共団体や国民一般の責務と定めた（同法 3 ～ 6 条）。同法に
基づき平成17年に犯罪被害者等基本計画が閣議決定され，被害者等にふさわし
い処遇を権利として保障することなどを基本方針とし，重点課題，具体的施策
が期限を付して掲げられた。この計画に基づいて，前述の検察審査会法の改正，
少年審判傍聴のほか，後述する手続参加をはじめとする諸施策が実施されてい
る。さらにその計画期間満了を受けて平成23年に第二次犯罪被害者等基本計画
が閣議決定され，基本方針・重点課題を引継ぎ，被害者団体等の要望を盛り込
んで 5 年以内の実施を目指している。
⑶　被害者等の刑事手続への参加
　前記基本計画の重点課題に掲げられた刑事手続への参加が平成19年の刑訴法
改正（316条の33以下）で実現された。非常に急進的な改革であったために強い
批判もあったが，被害者の正当な権利が保障されなくては，被告人の人権論も
説得力をもたないので被害者等の権利保障は大前提となる。
20）
21）
22）
23）
24）
25）
詳細は，前掲・田宮＝廣瀬82頁，129頁，369頁参照。
詳細は，前掲・田宮＝廣瀬263頁以下参照。
総合的な論考として，川出敏裕「少年法における被害者の法的地位」法教341号121頁，傍聴許
可の運営状況について，高麗邦彦＝岡﨑忠之＝内田暁『少年審判の傍聴制度の運用に関する研
究』法曹会（2012年）参照。
詳細は，「特集　犯罪被害者等基本計画の今後の取組」ひろば59巻 4 号，「特集　犯罪被害者の
ための施策の総合的検討」ジュリ1302号参照。
詳細は，内閣府『平成24年度犯罪被害者白書─犯罪被害者等施策』127頁以下参照。
詳細は，「特集・犯罪被害者と刑事裁判」ジュリ1338号，「特集　犯罪被害者と刑事裁判の新た
な関係」ひろば60巻11号，「〈特集〉犯罪被害者保護と刑事手続」刑事法ジャーナル 9 号参照。
20）
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　刑事裁判への手続参加の対象事件は，故意の犯罪行為による死傷，性犯罪，
業務上・自動車運転過失致死傷，監禁・誘拐・人身売買罪など，被害者等の人
間としての尊厳に関わりが深い罪種とされている。参加は，被害者等の申出に
より相当と認めるときは裁判所が許可する。参加を許可された者（被害者参加
人）は，①公判期日への出席，②検察官の権限行使への意見陳述（検察官には説
明義務），③証人尋問（一般情状・弾劾事項に限る）・被告人質問，④事実・法律
適用についての意見陳述（論告・求刑）を行うことができる。被害者参加人は
各権限の行使について検察官に申出をし，検察官から裁判所に申出の通知がな
され，裁判所の許可を得て行われる。被害者参加人の保護のために付添いや遮
へいの措置もとることができる。また，被害者参加人は権限行使を弁護士（被
害者参加弁護士）に委託できるが，資力が十分でない参加人は，法テラス（日本
司法支援センター）を経由して裁判官に国選の被害者参加人弁護士を請求できる
（犯罪被害者保護法 5 条以下）。
⑷　被害者特定事項の匿名化
　平成21年の刑訴法改正により，裁判所は，被害者等の申出に基づき，性犯罪
などで，被害者等の氏名・住所等個人を特定させる事項（被害者特定事項）を，
その名誉・社会生活の平穏保護のため，公開法廷で明らかにしない旨の決定を
することができる。これにより被害者等の，仮名の使用や被害者等を特定する
おそれのある尋問・陳述の制限ができるようになった（同法290条の 2 ・291条 2
項・305条 3 項・295条 3 項）。
⑸　損害賠償命令
　被害者による民事裁判の負担軽減のため，被告人側に異議がなければ，刑事
裁判の記録をそのまま用いて損害賠償請求をする簡易な特則として損害賠償命
26）
詳細は，石橋房子「被害者参加人のための国選弁護制度と法テラスの犯罪被害者支援業務につ
いて」ひろば63巻 3 号28頁，上村正人「法テラス犯罪被害者支援の現状」月報司法書士475号11
頁参照。
26）
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令の制度が創設された（平成19年改正・犯罪被害者保護法17条以下）。対象は故意
の犯罪による死傷，性犯罪，逮捕監禁等の事件であり，被害者の申立て（手数
料2000円）を受けて刑事裁判の有罪判決後，同一裁判所がその刑事事件の訴訟
記録を取調べ，原則 4 回以内の審理で被告人に損害賠償を命じるというもので
ある。
⑹　犯罪被害者給付金制度
　故意の犯罪行為による被害者遺族，身体障害を負わされた被害者等に社会連
帯・共助の趣旨から国が給付金を支給する制度で，昭和56年に施行されたが，
平成13年に犯罪被害者等給付金支給法が改正・拡充されて，給付額も自賠責保
険給付並に引き上げられている。
⑺　その他の支援施策等
　警察では平成 8 年以降，被害者連絡制度により，生命・身体犯，重大な交通
事故について，被害者等に刑事手続や支援制度の紹介，その事件の捜査状況，
被疑者の氏名・年齢，検挙状況，逮捕された場合の処分状況などを連絡してい
るほか，指定被害者支援要員が被害者への付添い，助言，情報提供，関係機関
との連携をしている。また，被害者用の事情聴取室，被害者支援車両による事
情聴取・実況見分の実施，再被害防止要綱に基づく防犯指導，警戒措置，指導
警告等が実施されている。
　平成11年以降，検察庁では，被害者等通知制度が実施されており，被害者等
に，被疑者の氏名，事件処理結果，不起訴事件の裁定主文・理由の骨子，勾
27）
28）29）
30）
詳細は，奥村正雄「犯罪被害者等の損害回復と損害賠償制度」ジュリ1338号63頁参照。
内閣府・前掲34頁参照
そのほかに，組織犯罪処罰法・被害回復給付金支給法（平成18年）による没収した被害財産の
給付，被害回復分配金法（平成19年）により振り込め詐欺等による金融機関からの給付，轢き逃
げや無保険車による事故への自動車損害賠償保障金給付，オウム真理教被害救済給付金支給法に
よる給付などがある。詳細は，前掲『犯罪被害者白書』参照。
阿部信三郎「警察における被害者連絡制度」警論52巻 5 号47頁，安田貴彦「警察における犯罪
被害者支援のための取組み」ひろば54巻 6 号34頁，滝澤依子「第 2 次犯罪被害者等基本計画及び
犯罪被害者支援要綱の制定について」警論65巻 1 号33頁参照。
27）
28）
29）
30）
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留・保釈等の身柄拘束状況の通知，判決後，受刑終了予定・仮釈放・釈放年月
日，釈放予定時期・帰住予定地，収容施設・刑務作業等も通知している。また，
被害者等に被害者支援員による電話相談，手続説明，情報提供，法廷付添いな
ども実施している。
　地方更生保護委員会が刑の仮釈放審理に関する事項，保護観察所が仮釈放者
及び保護観察付執行猶予者，保護観察処分少年，少年院仮退院者の保護観察に
関する事項等，少年院長が収容少年院の名称，少年院における教育状況，出院
に関する事項を連絡し，申出のあった被害者から仮釈放・仮退院審理における
意見聴取（更生保護法38条・42条），保護観察対象者に対する心情等の聴取・伝
達（同法65条）が実施されている。
　家庭裁判所では，被害者の申出に応じて審判状況の説明を実施している（少
年法22条の 6 ）。
　「法テラス」では，「犯罪被害者支援ダイヤル（0570 - 079714）」を設けてお
り，電話すると専門のオペレーターが対応し，刑事手続や支援制度等の説明，
具体的な支援のできる機関・団体への取り次ぎ・紹介，弁護士の紹介，国選被
害者参加弁護士の選定，それ以外の弁護士による支援（被害届提出，告訴・告発，
検察審査会への審査申立，法廷傍聴付添い，刑事和解交渉，各種給付金の申請，報道機
関対応等）などを行っているほか，損害賠償請求については，民事法律扶助制
度で「法テラス」が費用の立替えを行い，勝訴後に分割返済してもらうことも
できる（コールセンター：サポートダイアル0570 - 078374）。
Ⅶ　裁判員裁判制度
　周知のように，極めて大きな改革である。一般市民が法廷に入って裁判官の
31）
32）
33）34）
田野尻猛「検察における犯罪被害者保護の取組み」ひろば54巻 6 号18頁，『平成24年版犯罪白
書』194頁以下参照。
前掲・田宮＝廣瀬275頁以下参照。
詳細は，石橋・前掲31頁以下，上村・前掲11頁以下，『法テラス白書・平成23年度版』100頁以
下参照。
民間団体の施策等については，安田・前掲36頁，荒木次郎「犯罪被害者等支援施策の新たな展
開」ジュリ1351号 6 頁以下，前掲『平成24年版犯罪被害者白書』参照。
31）
32）
33）
34）
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両脇に座り，短期集中的に審理が行われるようになった。これに伴って手続も
刷新され，刑事裁判にも大きな変化が生じている。裁判所は，公判前整理手続
で検察・弁護双方の主張をよく聞いて問題点を摺り合わせ，必要な事項を十分
把握して裁判に臨む。これまでのような長期審理に裁判員を付き合わせるわけ
にはいかないからである。ほとんどの事件は 3 日から 4 日間で結審しているよ
うである。私の裁判官時代には，大事件では事件記録を読むのに 1 年近くかか
ることもあったが，裁判員裁判では証拠書類も使用するが，主に証人の証言や
被告人の供述を聴いて判断する。裁判開始後の公判審理は，短期集中化され，
以前より公判の効率は良くなったが，下手をすると証拠を絞り過ぎて真相がよ
くわからない，公判開始までの準備期間が長くなるという問題も指摘されてい
る。量刑に関しては制度導入前と同様に平均すると求刑の 8 掛けあたりになる
ようであるが，上下の振幅は間違いなく広がっている。市民感覚が反映してい
るといえるが，被告人・事件の公平性などからは，これで本当によいのか，課
題は残っている。
　国民参加の裁判制度には大きく分けて陪審型と参審型がある。例えば，陪審
型は裁判官 1 名に陪審11名（アメリカ），参審型は裁判官 3 名に参審員 2 名（ド
イツ）という構成である。陪審はくじ引きで決め， 1 回限りで，資格は原則と
して問わない。アメリカの陪審は有罪無罪を確定するだけで，極論すれば挙手
できる人なら誰でもよく，まさに広く参加してもらうことに意義がある。これ
に対してドイツやフランスは参審型であり，裁判官とともに事実認定だけでな
く量刑も決め，判決も書く制度になっている。日本の裁判員裁判は，制度設計
の段階で陪審支持派と参審支持派が最後まで譲らなかったため折衷型となった。
すなわち，裁判員は選挙人名簿から抽選で 6 名を選び， 1 回限り事件を担当す
る。これは陪審型である。しかし，裁判官と評議して事実認定を行い，量刑も
判断する点は参審型である。ちなみに，独仏の参審型では，参審員は任期制で
場合によっては一定の基準を満たした人に限定して選任されている。このよう
に，日本は折衷型でありうまくいけば他にはない優れた制度になり得る。他方，
問題点が増幅されてしまう可能性も否定できない。また，裁判員裁判では迅速
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化・集中審理を重視しているので，どこを争ってどのような証拠を出すかとい
う弁護方針・見通しは，すべて弁護人の判断で公判前に決定される。つまり，
弁護人の役割が非常に大きくなり，その力量の差が明確に出てくると思われる。
私が裁判官の時代には弁護人によって結論が変わるということは考えにくかっ
たが，これからは優れた弁護士に依頼できる被告人の方がより有効な弁護を受
けられるという可能性は高まるとも思われる。また，裁判の評決は人の一生を
決める非常に重大なことであり，裁判を担うということは大変なことである。
マスコミなどは死刑だけを取り出してこの問題を話題にしているが，裁判員に
選ばれた人にはすべての評決において揺るぎない覚悟が必要である。それを避
けたいのであれば，この制度自体を止めるしかないであろう。
　これまでの運用状況については，順調に滑り出し，積極的な評価が多いもの
の，問題点も指摘されている。今後の運用を見守り，積極面を伸ばし，負の面
を極小化するように運用・制度の改善に努めていくべきであろう。
Ⅷ　犯罪対策──犯罪化・厳罰化の限界
　犯罪対策というと刑罰や刑務所を思い浮かべる方も多いと思われるが，実際
にはそうではない。大半の人々が罪を犯さない理由は別にある。社会でまとも
に生きている人間は「そんなことをすると恥ずかしい……」とか，「道を歩け
ない……」などと考える。非難や嘲笑といった社会的統制が犯罪に対する大き
な抑止力になっている。たとえば，毎年，数百万件もある交通反則事件は，切
符を切られても反則金を支払えば罪人扱いはされない。また，警察に検挙され
た百数十万件の犯罪の約60% が起訴猶予になっている。さらに，起訴された
場合でも正式な刑事裁判になるのは数 % であり，その中で懲役刑で実際に刑
務所に入る者はその約 4 割である。このような運用となっているのは，警察・
検察・裁判所という刑事司法機関の対応能力の限界という点もあるが，刑務所
35）
「特集 1 　裁判員制度 3 年の軌跡と展望」論究ジュリスト 2 号，「〈特集〉『裁判員裁判と国民
参与裁判』」刑事法ジャーナル32号参照。
35）
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に収容しても必ずしも再犯防止に有効ではなく，再犯者が少なからず生じてい
ること（ 4 割程度）や刑務所に収容すると非常にコストがかかることに対する
配慮も原因となっていると思われる。受刑者 1 人には 1 年間で医療費も含めて
400万円から500万円費用がかかると言われている。このように，刑務所人口を
増やすのは国家的に見れば必ずしも賢明な政策ではない。長期間受刑後，出所
しても立ち直れずより重大な再犯に至るような場合には極めて割に合わない話
となる。どうやって立ち直らせるか，社会復帰をさせるかということが重要な
課題となっている。たとえば20代で重罪を犯した者に懲役30年の厳罰を科して
も，50代には社会に戻ってくる。現在の平均寿命から考えると，その後の数十
年間をどうするのかという問題が生じるわけである。受刑者の人権や生活を保
障しなければならない現代では，刑務所に放り込めば終わりというわけにはい
かないのである。このように，刑罰や厳罰にはそれなりの意義があるとしても，
大きな限界・弊害もあるということを肝に銘じておくことが必要である。
Ⅸ　おわりに
　本講演には「革命期」というサブタイトルを付けたが，これまでの話で，あ
る程度その趣旨をご理解いただけたのではないかと思う。
　これまで，報道等では違法捜査や誤判など，主に捜査や裁判の失敗例ばかり
が大きく取り上げられ，これが警察や裁判に対する悪いイメージを作りあげて
きた感がある。しかし，裁判員裁判の実施などによって裁判のプロセスも含め
て，広く国民が知り，伝えられる機会が増え，この点については変化が生じて
つつあるのではないかと思われる。「裁判官も検察官も弁護士も一生懸命にま
じめに取組んでいる」という実態を，正当に実感してもらえるような方向に進
みつつあるのではないかと思われる。そうだとすれば，これは「激動の時代」
が生んだ良い点であろう。
36）
平成24年 7 月犯罪対策閣僚会議が「再犯防止に向けた総合対策」を策定し，社会内処遇・社会
復帰支援等の対策をより一層充実・強化することも打ち出しているのは，正しい方向性といえよ
う。「特集　犯罪者の社会復帰支援の現状と課題」ひろば66巻 1 号参照。
36）
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　また，このような歴史の転換期・激動期は，戦国時代や幕末・明治維新のよ
うに実力主義が強まり，真面目に努力する者，創意工夫する者は正当に評価さ
れるようになるはずである。学生諸君も是非，しっかりした問題意識をもって
頑張っていただきたい。「おかしい」と思えば，積極的に発言することが重要
である。それに専門家も着目し，それが正解になっていくということも十分あ
り得る時代である。そのためには，現象を表層的に捉えるのではなく，歴史を
遡り，横断的にものごとを視ることが必要である。今回，総花的に風呂敷を広
げるような論じ方をしたのもその趣旨である。先ほども述べたように刑罰や保
護処分には限界がある。たとえば，少年院に入るのは大半が14歳以上である。
十数年の生育歴の中で性格が歪み，問題が蓄積してきた少年を 1 年や 2 年の教
育で立ち直させるのは至難の業である。どんなに頑張っても，少年法，刑法な
どの刑事法は犯罪・非行問題への対処療法にすぎない。根本的な問題解決には
人づくりが重要であり，幼い頃からの親の躾，保育園や幼稚園，小学校低学年
などの幼児期・人格形成期の教育が何よりも大切である。犯罪・非行の対策と
いう点でも教育的機能や文化的環境が非常に大事である。それを確保していく
ためには，まず優れた教育者を生み出す必要がある。回り道のようでも，有
能・適格な教員の養成から始めていけば，10年先，20年先には社会全体がよい
方向に変わっていくことが期待できるであろう。
